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専決第２７号

令和７年度佐倉市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。

　　（歳入歳出予算の補正）
第１条 　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ99,639千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ63,882,846千円とする。
２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

令和８年１月１５日

佐 倉 市 長 西 田 三 十 五

－ ７ －   

令和７年度　佐倉市一般会計補正予算（第９号）

地方自治法第１７９条第１項により専決処分









　

　

　 （１）

令 和 ７ 年 度

佐 倉 市 一 般 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書

佐 倉 市 予 算 に 関 す る 説 明 書



























（一般会計）

１  特　別　職 （単位：千円）

  職  員  数

　　　　　（人） 報　　酬 給   料
 期 末 手 当

 (年間支給率)
  地 域 手 当

そ   の   他
の   手   当

計

14,888

(4.60月分）

71,540

(4.60月分）

そ　　の　　他
の　特　別　職

2,155 133,658 0 0 0 0 133,658 749 134,407

計 2,186 289,181 29,520 86,428 2,716 445 408,290 50,125 458,415

14,888

(4.60月分）

71,540

(4.60月分）

そ　　の　　他
の　特　別　職

1,858 130,317 0 0 0 0 130,317 749 131,066

計 1,889 285,840 29,520 86,428 2,716 445 404,949 50,125 455,074

長　　　　　等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比
議　　　　　員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

較

そ　　の　　他
の　特　別　職

297 3,341 0 0 0 0 3,341 0 3,341

計 297 3,341 0 0 0 0 3,341 0 3,341

7,435 55,004

給    与    費    明    細    書

区          分

　給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

 共 済 費 合    計

7,435 55,004

補
　
正
　
後

長　　　　　等 3 0 29,520 2,716 445 47,569

補
　
正
　
前

長　　　　　等 3 0 29,520 2,716

0 227,063

議　　　　　員 28 155,523 0 0 0

445 47,569

41,941 269,004

227,063 41,941 269,004

議　　　　　員 28 155,523 0 0

－ 24 －



（一般会計）

２  一　般　職

（１）総　括 （単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 1,552,957

補正前 1,552,957

比  較 0

職員数は一般職と会計年度任用職員の総数

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分
総合事務

組合負担金

補正後 398,711 84,672 1,113,726 944,234 58,293 585,521 99,937 2,380 10,000 500 補正後 519,813 34,775

補正前 398,711 84,672 1,113,726 944,234 58,293 558,909 99,937 2,380 10,000 500 補正前 519,813 34,658

比  較 0 0 0 0 0 26,612 0 0 0 0 比  較 0 117

※３節　職員手当等のうち、総合事務組合負担金、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

85,654 61,725

0 0

扶養手当
特殊勤務
手    当

児童手当 費用弁償
通勤費

85,654 61,725

3 867 0 26,612 27,479 27,479

1,780 794,060 4,142,587 3,357,016 8,293,663 9,846,620

1,783 794,927 4,142,587 3,383,628 8,321,142 9,874,099

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

給    与    費    明    細    書

－ 25
 －



ア  常勤職員等（会計年度任用職員以外）

    職   員   数

（人）

補正後 936 ( 45 ) 1,355,170

補正前 936 ( 45 ) 1,355,170

比  較 0 ( 0 ) 0

※括弧内は再任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕                                                                       （単位:千円） 〔その他の内訳〕（単位:千円）

区   分 地域手当
管 理 職
手    当

期末手当 勤勉手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

管理職
特勤手当

区   分 児童手当

補正後 380,184 84,672 943,151 793,602 58,293 579,243 95,042 2,380 10,000 500 補正後 61,485

補正前 380,184 84,672 943,151 793,602 58,293 552,631 95,042 2,380 10,000 500 補正前 61,485

比  較 0 0 0 0 0 26,612 0 0 0 0 比  較 0

※３節　職員手当等のうち、児童手当は職員手当に含まれないため、別書き

イ  会計年度任用職員

（単位:千円）

    職   員   数

（人）

補正後 72 ( 730 ) 197,787

補正前 72 ( 727 ) 197,787

比  較 0 ( 3 ) 0

※括弧内はパートタイム会計年度任用職員を外書き

〔職員手当の内訳〕 （単位:千円） 〔その他の内訳〕 （単位:千円）

区   分 地域手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

通勤手当
休日勤務
手    当

区分 児童手当
費用弁償
通勤費

補正後 18,527 150,632 6,278 4,895 0 補正後 240 34,775

補正前 18,527 150,632 6,278 4,895 0 補正前 240 34,658

比  較 0 0 0 0 0 比 較 0 117

※３節　職員手当等のうち、児童手当及び費用弁償（通勤費）は職員手当に含まれないため、別書き

170,575

170,575

0

867 0 867

期末手当

0

1,548,790

794,060 205,169 350,907 1,350,136 1,547,923

794,927

報      酬 給       料 計

205,169 350,907 1,351,003

867

区     分
職 員 手 当

85,654

85,654

0

給            与               費
共　済　費 合     計

0 0 26,612 26,612 26,612

扶養手当
特殊勤務
手    当

0 3,937,418 3,032,721 6,970,139 8,325,309

0 3,937,418 3,006,109 6,943,527 8,298,697

（単位:千円）

区     分
給            与               費

共　済　費 合     計
報      酬 給       料 職 員 手 当 計

－ 26 －



（２）報酬及び給料、職員手当の増減額の明細 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当 26,612

イ  会計年度任用職員分 0

ア  常勤職員等 （単位:千円）

区   分

  職 員 手 当

イ  会計年度任用職員 （単位:千円）

区   分

0

867衆議院議員選挙事業に係る増分

増    減    事    由    別    内    訳

   報    酬

0

0

ア  常勤職員等分

0

衆議院議員選挙事業に係る時間外勤務手当の
増分

26,612

   給    料

  職 員 手 当 0

   報    酬 867 ア  常勤職員等分 0

ア  常勤職員等分

 説            明

増    減    事    由    別    内    訳

備             考

   給    料 0

増    減    額

   給    料

867

イ  会計年度任用職員分

備             考

備             考

26,612

26,612

増    減    額

0

867

0

増    減    額 増    減    事    由    別    内    訳  説            明

イ  会計年度任用職員分 0

 説            明

－ 27 －



（３）給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たり給与 （単位：円）

   平   均   給   料   月   額

令和8年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

   平   均   給   料   月   額

令和7年1月1日現在    平   均   給   与   月   額

   平   均   年   齢    （歳）

イ  初任給（令和８年１月１日時点） （単位：円）

高     校     卒

　 保育士等 233,500
総合職 242,000
一般職 232,000

ウ  級別職員数

級 級

１  級 190 (0) 20.4 (0) １　級 0 (0) 0.0 (0)
２  級 140 (9) 15.0 (20.0) ２　級 3 (0) 100.0 (0)
３  級 288 (36) 30.9 (80.0)
４  級 132 (0) 14.1 (0)

令和8年1月1日現在 ５  級 105 (0) 11.3 (0)
６  級 51 (0) 5.5 (0)
７  級 26 (0) 2.8 (0)

合    計 932 (45) 100.0 (100.0) 合　　計 3 (0) 100.0 (0)
１  級 173 (0) 18.6 (0) １　級 0 (1) 0.0 (100.0)
２  級 145 (8) 15.6 (18.2) ２　級 3 (0) 100.0 (0)
３  級 292 (36) 31.5 (81.8)
４  級 141 (0) 15.2 (0)

令和7年1月1日現在 ５  級 100 (0) 10.8 (0)
６  級 54 (0) 5.8 (0)
７  級 23 (0) 2.5 (0)

合    計 928 (44) 100.0 (100.0) 合　　計 3 (1) 100.0 (100.0)
※括弧内は再任用職員を外書き

200,300

国   の   制   度

206,700206,700

短　　大　　卒 222,600 213,100

技能労務職
一  般  行  政  職

大     学     卒 237,600

区                      分 技   能   労   務    職一  般   行   政   職   等

440,875

337,267

55.00

区    　   分 一般行政職等

構   成   比  （％）
区         分

   職   員   数 （人）

一      般      行      政      職      等

職   員   数  （人）  構   成   比  （％）

技      能      労      務      職

44.01
338,831

380,734
44.05

56.00

337,387

433,208

338,000
382,340

－ 28 －



（級別の基準となる職務）

７   級 ６   級 ５   級 ４   級 ３   級 ２   級 １   級

主 任 主 事 主 　 事

部     長  課     長 副　主　幹 主　　査 主　査　補  ･  ･

主 任 技 師 技 　 師

エ  昇給 （単位：人）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

４号給

５号給

６号給

８号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

    職       員       数     〔Ａ〕

    昇 給 に 係 る 職 員 数 〔Ｂ〕

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

６号給以上

    比    率    〔Ｂ〕    ／    〔Ａ〕    （％）

区         分

33.3%

936

700

3933

-

-

一  般  行  政  職  等 技   能   労  務   職

700

 一  般  行  政  職

区                   分 合        計
代     表     的    な    職    種

-

699 1

-

-

補
正
前

936

　　号給数別内訳

-

-

-
補
正
後 　　号給数別内訳

74.8%

-

-

-

-

-

- -

-

-

-

74.9%

3

- -

-

- -

-

74.8% 74.9% 33.3%

- -

-

- -

-

-

-

-

933

-

699 1

-

-

－ 29 －



オ  期末手当・勤勉手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

補正後 2.30 ( 1.20 ) 2.35 ( 1.25 ) 4.65 ( 2.45 )

補正前 2.30 ( 1.20 ) 2.35 ( 1.25 ) 4.65 ( 2.45 )

国  の 制  度 2.30 ( 1.20 ) 2.35 ( 1.25 ) 4.65 ( 2.45 )

※括弧内は再任用職員

カ  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 　　　　　　　　　　（単位：月分）

２ ０ 年 ２ ５ 年 ３ ５ 年

勤 続 の 者 勤 続 の 者 勤 続 の 者

国  の  制  度

 （支 給 率 等）

キ  地域手当

　支 給 対 象 地 域

  支   給   率  （％） 9.2

  支 給 対 象 職 員 数 （人） 936 (45)

　国の指定基準に基づく支給率（％） 8

※括弧内は再任用職員を外書き

24.586875

33.27075

33.27075

  職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

６       月 １ ２     月

そ  の  他  の  加  算  措  置  等 備　　　考区      分

支  給  率  等 24.586875

区       分

最 高 限 度

支     給     期     別     支     給     率

全     地     域

47.709

47.709

47.709

47.709

支  給  率　計

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

定年前早期退職特例措置（２％～４５％加算）

有

有

－ 30 －



ク  特殊勤務手当 　　　　　　　　 （単位：％）　

一  般  行  政  職  等 技　能　労　務　職

  給 料 総 額 に 対 す る 比 率 0.01 0.89

  支 給 対 象 職 員 の 比 率 3.1 33.3

 （令和８年１月１日現在 ）

   代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 福祉業務手当、防疫作業手当、土地買収交渉等手当、清掃作業手当、建築確認業務手当

ケ  その他の手当 (令和８年１月１日現在)

区   　  分 国の制度との異同

扶  養  手  当 同　じ

区　　分 佐　倉　市

２親等内の親族所有の住居
は手当の対象外

上限（市内）28,000円
上限（市外）20,000円

自　宅 市内のみ支給（3,000円）

区    分 佐  倉  市

交通機関等 国に同じ 150,000円まで全額支給

通　勤　手　当 一部異なる

―

住　居　手　当

 区                    分 全      職      種
代     表     的    な    職    種

0.01

3.2

差    異    の    内    容

国

交通用具

普通自動車（2,000円～）
原動機付自転車等（2,000円
～）
自転車（2,000円～）
使用距離に応じて支給

使用距離に応じて支給（2,000円～38,700円）

異なる

国

賃　貸

別居している両親所有の住居を賃貸している場合にも手当を支給
※一定の条件あり。

上限28,000円

支給なし

－ 31 －


